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第４次 第５次

6,133 6,133 6,485 6,485

1 総

市民の相
談・要望の
処理と関係
機関等への
連絡・調整
事務

市民の行政への相
談・要望に応え、市
民生活を支援する。

小出地
区市民

政
策

市民ニーズがあり、
成果が出ている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

1

市民の相
談・要望の
処理と関係
機関等への
連絡・調整
事務

小出地区管内
の要望・苦情
の相談及び現
場確認と担当
課又は関係機
関への取次と
依頼

相談窓口の開
設日数

２４３日 ２４７日

所管区域内要
望等の相談及
び現場確認と
関係課・機関
への取り次ぎ
等

相談窓口の開
設日数

２４６日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総 戸籍事務

戸籍法に基づく戸籍
簿の適正な管理と住
民の日本国民である
ことの公証を行う。

戸籍届
出、証
明等が
必要な

人

義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 1

戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

現状維
持

有り
予算
なし

2 戸籍事務
戸籍届の受付
及び審査、受
理

戸籍届の受付
件数

年５００
件

年２１７
件

戸籍届の受付
及び審査、受
理

戸籍届の受付
件数

年２２０
件 1

戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 戸籍事務

戸籍・除籍等
の謄抄本等の
交付申請の受
付及び作成、
交付

戸籍謄抄本等
の交付件数

年2,000
件

年1,919
件

戸籍・除籍等
の謄抄本等の
交付申請の受
付及び作成、
交付

戸籍謄抄本等
の交付件数

年2,000
件 1

戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

3 総
埋火葬の許
可事務

正当な埋火葬に寄与
する。

埋火葬
の許可
が必要
となる

人

義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

3
埋火葬の許
可事務

埋火葬許可証
の申請受付及
び許可書の作
成、発行

許可書の発行
件数

年１００
件

年９３件

埋火葬許可証
の申請受付及
び許可書の作
成、発行

許可書の発行
件数

年１００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
住民基本台
帳事務

住民基本台帳法に基
づく住民に関する記
録の適正な管理と住
民の居住関係を公証
する。

市民
義
務

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、成果が出てい
る。

Ａ 1
戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

現状維
持

有り
予算
なし

4
住民基本台
帳事務

住民異動届の
受付及び審
査、入力等

住民異動届の
受付件数

年７００
件

年６４４
件

住民異動届の
受付及び審
査、入力等

住民異動届の
受付件数

年６５０
件 1

戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
住民基本台
帳事務

住民票・記載
事項証明・戸
籍附票等の交
付申請の受付
及び作成、交
付

住民票等の交
付件数

年5,000
件

年4,320
件

住民票・記載
事項証明・戸
籍附票等の交
付申請の受付
及び作成、交
付

住民票等の交
付件数

年4,400
件

1
戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用・非常勤嘱託
員職員の活用が可能

予算
なし

4
住民基本台
帳事務

住所異動に伴
う転入学通知
書及び就学指
定校通知書の
発行

就学指定校通
知書の発行件
数

年１０件 件１１件

住所異動に伴
う転入学通知
書及び就学指
定校通知書の
発行

就学指定校通
知書の発行件
数

年１０件 1
戸籍事務及び
住民基本台帳
事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 総
印鑑登録事
務

条例に基づく適正な
印鑑登録の事務を執
行し、市民サービス
に供する。

市民
義
務

　 　 　

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、成果が出てい
る。

Ａ 　 　 　
現状維

持
有り

予算
なし

5
印鑑登録事
務

印鑑登録（廃
止）申請の受
付及び審査、
登録

印鑑登録(廃
止)の受付件数

年５００
件

年４３７
件

印鑑登録（廃
止）申請の受
付及び審査、
登録

印鑑登録(廃
止)の受付件
数

年４５０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
印鑑登録事
務

印鑑登録証明
書等の交付申
請の受付及び
作成、交付

印鑑登録証明
書交の付件数

年6,000
件

年4,824
件

印鑑登録証明
書等の交付申
請の受付及び
作成、交付

印鑑登録証明
書交の付件数

年5,000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用・非常勤嘱託
員職員の活用が可能

予算
なし

6 総
諸証明の交
付事務

正当な請求に応じ、
諸証明を発行する。

市民
義
務

　 　 　
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 　 　 　

現状維
持

有り
予算
なし

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

小出支所

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

小出支所

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

小出支所

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

小出支所

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

6
諸証明の交
付事務

戸籍・住民基
本台帳に関わ
る諸証明を除
く諸証明書及
び市県民税・
固定資産税に
関する証明書
の交付

諸証明の交付
件数

年2,200
件

年2,078
件

戸籍・住民基
本台帳に関わ
る諸証明を除
く諸証明書及
び市税証明書
の交付

諸証明の交付
件数

年2,100
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

7 総
名寄帳の閲
覧に係る事
務

正当な請求に応じ、
名寄帳の閲覧を供す
る。

市民
義
務

　 　 　

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、成果が出てい
る。

Ａ 　 　 　
現状維

持
有り

予算
なし

7
名寄帳の閲
覧に係る事
務

土地・家屋名
寄帳の閲覧

閲覧の受付件
数

年５０件 年２７件
土地・家屋名
寄帳の閲覧

閲覧の受付件
数

年３０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

8 総
斎場使用の
承認事務

適正な斎場の使用に
ついて寄与する。

埋火葬
の使用
が必要
となる

人

政
策

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

8
斎場使用の
承認事務

使用承認申請
の受付及び承
認、許可証の
発行、納付書
の発行

使用承認申請
の受付件数

許可数
年200件
納付件数
年100件

許可数
年173件
納付件数
年３件

使用承認申請
の受付及び承
認、許可証の
発行、納付書
の発行

使用承認申請
の受付件数

許可数
年200件
納付件数
年１０件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
母子健康手
帳の交付事
務

母子の健康増進を図
る。

市民
義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

9
母子健康手
帳の交付事
務

妊娠届の受付
及び母子健康
手帳の交付

母子手帳の交
付件数

年５０件 年４６件
妊娠届の受付
及び母子健康
手帳の交付

母子手帳の交
付件数

年５０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総

小児医療費
助成事業医
療証の交付
申請書受付
事務

小児医療費助成事業
の推進に寄与する。

市民
義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

10

小児医療費
助成事業医
療証の交付
申請書受付
事務

小児医療費助
成事業医療証
の交付申請書
の受付

交付申請書の
受付件数

年５０件 年６１件

小児医療費助
成事業医療証
の交付申請書
の受付

交付申請書の
受付件数

年６０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
国民健康保
険の資格喪
失等の事務

国民健康保険の資格
を修正し、適正な事
業の推進に寄与す
る。

市民
義
務

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

11
国民健康保
険の資格喪
失等の事務

国民健康保険
被保険者の資
格異動の受付
及び保険証の
発行、回収

資格修正件数
年５００
件

年３７４
件

国民健康保険
被保険者の資
格異動の受付
及び保険証の
発行、回収

資格修正件数
年３８０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
国民健康保
険の資格喪
失等の事務

出産育児一時
金・葬祭費支
給申請書の取
り次ぎ

申請書の取り
次ぎ件数

年１０件 年８件

出産育児一時
金・葬祭費支
給申請書の取
り次ぎ

申請書の取り
次ぎ件数

年１０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
国民年金の
資格喪失等
の事務

国民年金被保険者の
資格に関する届書を
受付け、適正な事業
の推進に寄与する。

市民
義
務

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

12
国民年金の
資格喪失等
の事務

国民年金の被
保険者の資格
等に関する届
書の受付

資格等に関す
る届書の受付
件数

年２５０
件

年２１４
件

国民年金の被
保険者の資格
等に関する届
書の受付

資格等に関す
る届書の受付
件数

年２２０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

小出支所

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

小出支所

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

13 総

後期高齢者
医療保険の
資格喪失等
の事務

後期高齢者医療の適
正な事業の推進に寄
与する。

市民
義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

13

後期高齢者
医療保険の
資格喪失等
の事務

後期高齢者医
療の運用につ
いて調整・検
討

会議の回数 年４回 年４回
後期高齢者医
療制度の運用
の調整・検討

会議の回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13

後期高齢者
医療保険の
資格喪失等
の事務

被保険者証の
再発行

発行件数 ２０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
児童手当認
定請求等の
受付事務

児童福祉の推進に寄
与する。

市民
義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

14
児童手当認
定請求等の
受付事務

児童手当認定
請求等の受付

児童手当認定
請求等の受付
件数

年６０件 年７３件
児童手当認定
請求等の受付

児童手当認定
請求等の受付
件数

年７５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
犬の登録事
項変更等の
受付事務

犬の登録の推進に寄
与する。

市民
義
務

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、今後成果が見
込める。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

15
犬の登録事
項変更等の
受付事務

飼い主の住所
変更届等の受
付

飼い主の住所
変更届の受付
件数

年１０件 年３件
飼い主の住所
変更届等の受
付

飼い主の住所
変更届の受付
件数

年５件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用・非常勤嘱託
員職員の活用が可能

予算
なし

16 総

一般廃棄物
（し尿）処
理申込書受
付事務

市民の利便性の増進
を図る。

市民
義
務

目標値には達してい
ないが市民ニーズは
あり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

16

一般廃棄物
（し尿）処
理申込書受
付事務

一般廃棄物
（し尿）処理
の申込書の受
付

一般廃棄物
（し尿）処理
の申込受付件
数

年１５件 年７件

一般廃棄物
（し尿）処理
の申込書の受
付

一般廃棄物
（し尿）処理
の申込受付件
数

年１０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用・非常勤嘱託
員職員の活用が可能

予算
なし

16
生ゴミ処理
容器受付事
務

生ゴミ処理容
器受付事務

生ゴミ処理容
器受付事務

年１０件 年１０件
生ゴミ処理容
器購入受付事
務

生ゴミ処理容
器購入受付事
務

年１０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用・非常勤嘱託
員職員の活用が可能

予算
なし

17 総
市民税等の
収納事務

市の歳入管理のため
収納を行う。

市民
義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
有り

予算
なし

17
市民税等の
収納事務

市民税、国保
の保険料等の
収納

市民税等の納
付受付件数

年6,000
件

年4,926
件

市民税、国民
健康保険料等
の収納

市民税等の納
付受付件数

年5,000
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用職員の活用が
可能

予算
なし

18 総
庁舎の維持
管理

適正な管理をし、支
所業務の円滑な遂行
と市民の安全と利便
性に応える。

庁舎利
用者

施
管

　 2,805
適切に維持管理を行
い、成果が出てい
る。

Ａ 　 2,241 2
庁舎の維持管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
庁舎の維持
管理

庁舎の清掃
（委託）

日常清掃の実
施月数

１２ヶ月 １２ヶ月 985
庁舎の清掃
（委託）

日常清掃の実
施月数

１２ヶ月 985 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

業務時間外の
警備
（委託）

業務時間外の
警備日数 ３６５日 ３６５日 497

業務時間外の
警備
（委託）

業務時間外の
警備日数 ３６５日 498 2

庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

庁舎の衛生害
虫駆除
（委託）

駆除回数 年２回 年２回 47
庁舎の衛生害
虫駆除
（委託）

駆除回数 年２回 47 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画
事業名
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18
庁舎の維持
管理

浄化槽の維持
管理
（委託）

定期清掃実施
回数

年６回 年６回 49
浄化槽の維持
管理
（委託）

定期清掃実施
回数

年６回 49 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

非常通報装置
の保守点検
（委託）

保守点検回数 年６回 年５回 46
非常通報装置
の保守点検
（委託）

保守点検回数 年４回 46 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

消防用設備の
保守点検
（委託）

保守点検回数 年２回 年２回 27
消防用設備の
保守点検
（委託）

保守点検回数 年２回 40 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

自家用電気工
作物の保守点
検
（委託）

保守点検回数 年１２回 年１３回 170

自家用電気工
作物の保守点
検
（委託）

保守点検回数 年１３回 170 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

自動ドアの保
守点検
（委託）

保守点検回数 年２回 年２回 107
自動ドアの保
守点検
（委託）

保守点検回数 年２回 107 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

冷暖房機保守
点検及び清掃
（委託）

保守点検及び
清掃の実施回
数

年３回 年３回 249
冷暖房機保守
点検及び清掃
（委託）

保守点検及び
清掃の実施回
数

年３回 249 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

複写機保守点
検
（委託）

保守点検回数
月１回 月１回 27

複写機保守点
検
（委託）

保守点検回数
月１回 50 2

庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18
庁舎の維持
管理

施設の保守管
理に伴う修繕

修繕件数（年
間）

５回 １０回 601
施設の保守管
理に伴う修繕

修繕件数（年
間）

５回 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19 総

庁舎の維持
管理(公共施
設長寿命化
対策)

施
管

適切に維持管理を行
い、成果が出てい
る。

Ａ 2
庁舎の維持管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

19

庁舎の維持
管理(公共施
設長寿命化
対策)

公共施設長寿
命化対策（庁
舎定期点検）

年２回 年２回 年２回
公共施設長寿
命化対策（庁
舎定期点検）

年２回 年２回 2
庁舎の維持管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
集会施設の
貸出

地域活動の活性化に
寄与する。

集会施
設の利
用者

政
策

897
適切に維持管理を行
い、成果が出てい
る。

Ａ 1,143 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

20
集会施設の
貸出

集会施設の使
用申請受付及
び許可決定、
施設の貸出

使用申請の受
付件数

年７００
件

年７１１
件

集会施設の使
用申請受付及
び許可決定、
施設の貸出

使用申請の受
付件数

年７２０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
集会施設の
貸出

土・日、休
日、夜間の施
設管理
（集会施設利
用時のみ）

土・日、休
日、夜間の利
用日数

年２４４
日

年１８７
日

897

土・日、祝日
及び夜間の施
設管理（集会
施設利用時の
み）

土・日、祝日
及び夜間の利
用日数

年２６６
日

1,143
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21 総
各種申請書
等の取次

市民サービスのため
申請書等の取次を行
う。

市民
政
策

　
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 　 未 高 高 高 拡大 有り

予算
なし
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21
各種申請書
等の取次

小出支所の事
務分掌規則に
位置づけた以
外の生ごみ処
理機購入助成
申請書、住宅
用火災警報器
給付申請書、
住宅用火災警
報器購入補助
申請書等の受
付

各種申請書の
受付件数

年２０件 年７５件

事務分掌規則
に規定した以
外の生ごみ処
理機購入助成
申請書等の受
付

各種申請書の
受付件数

年７５件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 21

２１年度においても
業務の拡大及び充実
に向けての検討を行
い、２２年度より再
任用・非常勤嘱託員
職員の活用が可能で
ある。

予算
なし

22 総

所管区域の
団体活動へ
の協力・支
援

所管区域の団体活動
への協力・支援を行
い地域づくりに寄与
する。

地区内
の団体

等

政
策

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

22

所管区域の
団体活動へ
の協力・支
援

連合会定例会
長会議・地域
団体の総会、
地域行事等へ
の出席

会議・行事へ
の参加回数

年２５件 年４０件

連合会定例会
議、地域団体
の総会及び地
域行事等への
出席

会議・行事へ
の参加回数

年４０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対
策活動

本市域に、地震・津
波等伴う諸現象によ
る同時多発的災害が
発生した場合に、被
害を軽減し、応急対
策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

義
務

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 4

災害応急対策
活動

現状維
持

なし
予算
なし

888
災害応急対
策活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルおけ
る課（班）の
活動内容の検
証

マニュアルの
検証及び見直
し

９月 ９月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルおけ
る課（班）の
活動内容の検
証

マニュアルの
検証及び見直
し

９月 4
災害応急対策
活動

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対
策活動

小出地区自治
会連合会との
連携

小出地区自治
会連合会防災
会議への参画

４回 ４回
小出地区自治
会連合会との
連携

小出地区自治
会連合会防災
会議への参画

４回 4
災害応急対策
活動

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総
庁内共通業
務

内
部

1,152 1,152
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 1,184 1,184 3 庁内共通業務

888 総
庁内共通業
務

内
部

1,279 1,279
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 1,917 1,917 3 庁内共通業務


